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Ⅰ 見直しの趣旨等（令和 7 年度見直し） 

 

 １ 見直しの趣旨 

 

鹿児島市交通事業経営計画については、コロナ禍がもたらした新しい生活様式など社会の大きな変革や公共

交通の利用に関する考え方の変化への対応を図るため、新たな社会に即した事業の見直し等を進めながら、減

収等も踏まえた中での持続可能な経営基盤の確立に向けて令和３年度に見直しを実施しました。 

 

しかしながら、人件費増や物価高騰など、現経営計画の策定時と比べて今日の経営環境は大きく変化してお

り、また、安全で安定的な市電・市バスの運行を実現するため、運転士の確保や負担軽減、老朽化した施設・

設備の整備等、速やかに取り組まなければならない課題も明らかになっていることから、令和８年度に予定し

ていた計画の見直しを令和７年度に前倒しして実施し、計画における財政見通しや各施策の見直しを行うとと

もに、これに基づいて各面からの取組を推進します。 

 

 

 ２ 見直しの基本方針 

 

(１) 交通事業全体での持続可能な経営基盤の確立を図り、物価高騰や人件費の増、新たな投資等に対応するた

めの資金対策並びに収支均衡を図るための経費削減策及び増収対策に取り組みます。 

(2) 軌道事業及び自動車運送事業の全般について、安全運行を第一に、乗務員の負担軽減や老朽施設・設備の

整備等に取り組みます。 

(3) 路線バスの維持存続に向けて、人員体制の整備や適正な路線・ダイヤの見直し等の必要な対策に取り組み

ます。 

(4) 第六次鹿児島市総合計画との整合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜主な見直し①＞ 

令和 7 年度における計画見直しの考え方を踏まえ、「Ⅰ 見直しの趣旨等（令和７年度見直し）」の

「１ 見直しの趣旨」及び「２ 見直しの基本方針」を修正しました。       【全体版の P1】 
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Ⅱ コロナ禍からの回復状況分析（令和元年度～６年度実績） 

 

＜乗車人員の推移（電車）＞ 

令和元年度末から数か年にわたり続いた新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う緊急事態宣言の発令、休校

やリモートワーク等実施の影響を受け、２年度における乗車人員は元年度比 73.0%と大きく減少しましたが、３年

度は 80.9%、４年度は 91.8%とコロナ禍からの堅調な回復がみられ、さらに５年度は 101.4%、６年度は 105.1%

と元年度の乗車人員を上回っています。 

 

＜乗車人員の推移（バス）＞ 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、令和２年度における乗車人員は元年度比 77.0%まで減少しました

が、市電と同様に、３年度以降は回復に転じるとともに、５年度以降は元年度の乗車人員を上回っており、コロナ禍

から脱したものとみられます。 

 

※ 令和元年度・２年度分は、令和２年度・３年度に民間事業者へ移譲した２０路線を除いたもの 
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＜主な見直し②＞ 

現経営計画の「Ⅴ 局を取り巻く事業環境とこれまでの取り組み」の「６ 新型コロナウイルス感染症

の影響分析（令和 2 年度実績）」を「６ コロナ禍からの回復状況分析（令和元年度～6 年度実績）」に

変更しました。                            【全体版の P２０～２２】 
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Ⅲ 路線バスの維持存続に向けた取組 

 

２０２４年問題等に起因する全国的なバス運転士不足に加え、平成 24 年度に開始した北・桜島営業所の管理の

委託において、受託者からの委託業務の一部引き戻し等により、交通局はバス運転士不足の課題に直面しています。 

 

交通局では、市民生活への影響が大きい路線バスのサービス水準の維持を図るため、バス運転士の採用や長期雇用

に取り組むとともに、貸切バス事業を廃止して路線バスの運転士を確保する必要があると判断し、同年 10 月、鹿児

島市交通事業経営審議会に「鹿児島市一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス事業）の廃止」を諮問したところ、同

審議会から次のとおり答申がなされました。 

 

令和６年１０月２９日 鹿児島市交通事業経営審議会 

「鹿児島市一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス事業）の廃止」について（答申）要旨 

 

 鹿児島市一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス事業）については、鹿児島市交通局が路線バスの運転士不足の

課題に直面している中、本市のまちづくりと市民生活を支える公営交通事業者として、今後も市民の身近な交通手

段である路線バスのサービス維持を優先して考えていかなければならないという観点から、人員を路線バスに振り

向けて安定運行を図るため、さらに、コロナ禍前の水準まで利用が回復していないこと、県内に貸切バス事業者が

多数存在する現状を踏まえても、当該事業を廃止とすることが妥当である。 

 

なお、廃止にあたっては、この答申の趣旨を尊重し、将来にわたるバス利用者の利便性の維持確保を基本として、

以下の内容に十分に留意しながら対応されるよう要望します。 

 

１ 路線バスの維持存続について 

 (1) 持続可能で安定的な運営を行っていくために、運営に必要な人員体制の整備に努めること。 

 (2) バス運転士の確保にあたっては、若い世代を中心に運転士の確保に努め、給与引き上げ等の処遇改善や正規

職員の採用の取組を進めること。 

 (3) 効率的な路線・ダイヤへの見直しに継続的に取り組むことで、利便性の維持確保を図ること。 

２ 鹿児島市交通事業経営計画の見直しについて 

  前回見直しを実施した令和３年度とは、経営環境が変わってきており、また、必要な人員の確保や老朽化した

施設・設備の整備等、速やかに対応を図らなければならない課題も明らかになっていることから、これらを踏ま

えた事業検討を進めるとともに、令和８年度予定していた経営計画の財政見通しや各施策の見直しを前倒しして

実施すること。  

＜主な見直し③＞ 

令和 6 年 10 月における交通事業経営審議会からの答申を踏まえ、現経営計画の「Ⅵ 自動車運送事業

の抜本的見直し」に、「５ 路線バスの維持存続に向けた取組」を追加しました。 

【全体版の P２７～２８】 
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この答申を受け、交通局は、路線バスの維持存続を図るため、貸切バス事業を廃止するとともに、若年層を中心

とした新たな運転士確保や効率的な路線・ダイヤへの見直しを実施することで路線バスの安定運行を目指す方針

を決定し、同年の第 4 回鹿児島市議会定例会に貸切バス事業の廃止議案を提出しました。 

市議会による審議の結果、本市の貸切バスは路線バスと同じく市民に身近な交通手段であること、また、将来に

向けて自動車運送事業の収支改善につながる可能性がある事業である等の理由により同議案は否決されたことか

ら、交通局では、路線バスと貸切バスの両立に向けて、引き続き運転士の確保や路線・ダイヤの見直し等の取組を

推進することとしました。 

 

一方で、物価の高騰や運転士不足など、昨今の公共交通を取り巻く環境はより厳しさを増しており、本市では、

持続可能な交通ネットワークの形成等を本市のまちづくりにおける喫緊の課題とし、民間バス等も含め、バス路線

の再編等による地域公共交通ネットワークの再構築の取組を進めているところです。 

 

このような中、交通局には、公共の福祉の増進を目的とする公営の交通事業者として、引き続き一定の役割を果

していくことが求められています。 

今後においては、平成 30 年３月の答申で示された「将来的に軌道事業と合わせた交通事業全体の収支均衡が図

られ、事業継続が可能となるよう経営改善を図るべき」という方針を踏まえつつ、路線バスと貸切バスの両事業を

将来にわたって継続して運営していくために、令和 6 年 10 月の答申に基づいて、「将来にわたるバス利用者の

利便性の維持確保」を基本とし、必要な人員体制の整備をはじめ、各面からの取組を着実に推進していく必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 経営の基本構想 

 

１ 具体的方策の追加 

 

 

 

 

 

 ＜追加項目＞ 

(2) 安全運行に向けた必要な人材の確保 

将来に向けて安全で安定的な運行を維持するため、運転士・整備士・運行管理者など必要な人材の確保に取り

組む等、持続可能な運行体制の構築を目指します。 

 

(5) 先進安全技術の標準装備化 

交通事故の未然防止と運転士・乗客の安全確保を最優先課題と位置づけ、ヒューマンエラーのリスクを低減

する先進安全技術の導入を積極的に推進します。 

基本目標１ 安全運行の推進 

 誰もが安心して市電・市バスを利用できるよう、安全を最優先とし、全職員が一丸となって、事故の

ない公共交通を目指します。 

＜主な見直し④＞ 

運転士の確保や負担軽減、老朽化した施設・設備の整備等の新たな取組に関して、「基本目標１ 安全

運行の推進」に次の具体的方策を追加するとともに、目標指標の修正を行いました。                               

【全体版の P３０～３２】 
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２ 目標指標の修正（※見直した箇所は網掛け） 

基本目標 指  標 
基準値 

(H30 年度末） 

進捗 

(R6 年度末) 

目標値 

(R13 年度末) 

１ 安全運行の

推進 

 

有責事故件数（電車） 10 件/年 
13 件/年 

※２ 
０件 

有責事故件数（バス） 
30 件/年 

 ※１ 

23 件/年 

※２ 
17 件 

健診結果が要治療等である者

の健康相談への参加率 
63％ 74.2％ 100％ 

センターポール照明の 

ＬＥＤ化 
－ R６達成済 100％ 

２ 快適で便利

なサービスの

提供 

バリアフリー対応車両 

の割合（電車・バス） 
64.3％ 70.5％ 74.2％ 

電車車内握り棒の設置 15 両 
46 両 

（R4 達成済） 
46 両 

モバイルパス販売枚数 － 14,262 枚/年 17,000 枚/年 

３ 経営基盤の

強化 

【新規】資金不足比率  ０％以下 ０．８％ ２0％未満 

【新規】貸切バスの利用件数 462 件／年 231 件／年 465 件／年 

車体広告の年間稼働率 72.3％ 83.4％ 90.0％ 

４ 公営交通事

業者としての

役割を踏まえ

た事業推進 

シニア定期券販売枚数 2,039 枚/年 2,223 枚/年 2,300 枚/年 

排出ガス規制適合車の 

割合（バス） 
63.8％ 88.1％ 97.7％ 

職場体験学習アンケート結果

で「交通局を選んでよかった」

の割合 

60％ 100％ 100％ 

※1 「有責事故件数（バス）」の基準値 30 件/年は、平成 30 年度末の実績値 44 件/年から、路線移譲による事業規模縮小を 

考慮して定めた値 

※2 市電については基準値の 10 件/年、市バスについては基準値の３０件/年から毎年度 1 件ずつ逓減した値を目標値とする。 

 

＜追加した目標指標（2 項目）＞ 

・「資金不足比率」：根本的な経営改善を目的とした取組として設定。R13 年度末までの毎年度において、経営

健全化基準の 20％未満を目指す。 

・「貸切バスの利用件数」：増収対策として利用促進を図る。 

＜削除した目標指標（3 項目）＞ 

・「電停デジタルサイネージの設置」：電停デジタルサイネージの設置については必要性を含めて再検討。 

・「上荒田局舎の年間電気使用量」：乗務員等の健康管理には適切な空調使用が欠かせないため。 

 ・「遊休資産の売却額」：R7 年度で予定していた土地売却が終了したため。 
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Ⅴ 計画期間における具体的な取組 

 

１ 追加した取組 

 

施策№４  運転士等の処遇改善 ＜Ｒ７新規＞ 

路線の維持と安全運行を支える人材の定着を図るため、給与体系や勤務環境の見直しを含む処遇改善を継続

的に進め、職員が安心して意欲的に働ける職場づくりに努めます。 

 

施策№５  市電市バス運転士の確保 ＜Ｒ７新規＞ 

路線の維持と安全運行を支える人材の安定確保に向けて、バスにおける令和９年度以降の委託路線の状況等

を踏まえ、電車・バス運転士の採用を積極的に進めます。 

 

施策№６  バス運転士正規職員の採用 ＜Ｒ７新規＞ 

路線の維持と安全運行を支える人材の定着を図るため、バス運転士の正規職員の採用を行います。 

 

施策№10  カスタマーハラスメント対策 ＜Ｒ７新規＞ 

利用者等からの不当な要求や言動により職員の職場環境が損なわれることのないよう、局で整備している

「カスタマーハラスメント対策の手引」に基づき、対応方針の周知や相談体制の整備など、組織的な取組を進

めることで、職員が安心して業務に取り組める環境の確保を図ります。 

 

施策№12  老朽施設等の抜本的な整備 ＜Ｒ７新規＞ 

電車の安全輸送のため、老朽化が懸念される施設・設備について計画的に抜本的な整備を行います。 

 

施策№20  運転支援システムの導入・運用 ＜Ｒ７新規＞ 

運転士をバックアップする（運転支援）システムを導入し、車両衝突等の事故防止を図るとともに、乗客及

び歩行者、自動車の安全を確保します。 

 

２ 内容を見直した取組（※修正箇所は網掛け） 

 

施策№36  路線、ダイヤ等の見直し ＜Ｒ３見直し＞＜Ｒ７見直し＞ 

本市における地域公共交通ネットワーク再構築の方針等を踏まえるとともに、運転士の確保状況も考慮しな

がら、令和６年１０月に導入したバス運行データ分析システムを活用し、効率的、効果的な路線・ダイヤ等の

見直しを行います。 

 

 

 

 

＜主な見直し⑤＞ 

計画期間における具体的な取組について、新たな項目を追加するとともに、現行の取組についても見直

しを行いました。                           【全体版の P３６～４６】 
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施策№40  北・桜島営業所の管理の委託の実施 ＜Ｒ７見直し＞ 

運行経費の削減を図るため、引き続き、北・桜島営業所の管理の委託を実施します。合わせて、安全運行や

利用者サービスの維持・向上に資するため、継続的に指導・監督を行い、受託者の業務改善を促します。なお、

令和９年度以降については、管理の委託終了に伴う直営での運行管理も含めて検討します。 

 

施策№46  運賃の見直し ＜Ｒ２新規＞＜Ｒ３見直し＞＜Ｒ７見直し＞ 

市電が本市のまちづくりと市民生活を支える公共交通機関としての役割を担い、人員の確保や老朽化した施

設・設備の整備等により安全かつ安定的な運行を維持するとともに、増便等の利便性向上も講じながら、将来

にわたりサービスを安定して提供し続けるため、令和 8 年 8 月に運賃改定を行います。 

また、計画期間中に、市電・市バスとも、資金や収支状況を踏まえながら適宜運賃についての検討を行いま

す。 

 

施策№63  路線バスと市電及び各交通機関との結節機能の向上等 ＜Ｒ３拡充＞＜Ｒ７見直し＞ 

市電及び JR との結節機能を高めるフィーダー路線としての市バスの１４番谷山線、１７番宇宿線、１８番

大学病院線、及び桜島フェリーと結節する６０番線について、本市の地域公共交通ネットワーク再構築の方針

を踏まえ、効率的な運行を図ります。 

 

   施策№72  都市計画との連携 ＜Ｒ７見直し＞ 

かごしまコンパクトなまちづくりプラン（立地適正化計画）に基づき、コンパクトな市街地の形成に資する

よう、関係部局と連携を図り、市電・市バスのサービス水準の維持に努めます。 
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Ⅵ 財政見通し 

 

コロナ禍の収束に伴い、市電・市バスの利用者数が年次的に回復し、事業収益は増加傾向にある一方で、物価高

騰や人件費の増等、近年の経営環境の変化に加え、人員の確保や施設・設備の整備等により費用も年々増加してお

り、依然として厳しい経営状況が続いています。 

 

１ 市電の運賃改定を行わない場合の財政見通し 

市電の現行運賃を維持しながら事業を継続した場合、計画期間内における両事業合計での収支均衡の達成は厳し

く、毎年度赤字が発生する状態が続きます。 

また、令和１０年度には資金不足比率が経営健全化基準の２０％を超え、その後も年を追う毎に経営状況が悪化

していくことが見込まれます。 

 

 

 

 

 

※自動車運送事業は、令和８・９年度に一般会計から経営安定化補助金の繰入れを行うことで、一時的に収支が改善する見込み。 

≪算定条件≫ 

(1) 収 入 

① 人口ビジョンに基づく人口予測や沿線人口の推移を踏まえた利用者数 

② 令和 8 年度及び 9 年度に、自動車運送事業に対する一般会計からの経営安定化補助金 

繰入れを見込む 

(2) 支 出 

① 令和 8 年度末で管理の委託が終了し、9 年度から委託路線が直営に戻ることを想定 

② 令和６年度から特別減収対策企業債の元金償還を開始 

③ 自動車運送事業の営業費用（減価償却費を除く）について、市バス路線・ダイヤの見直し等により、令和 8 年度に５％、

9 年度以降に１０％の削減を見込む 

 

なお、資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合には、経営健全化計画を策定し、これに基づく経営改善

に取り組むこととなりますが、国による制度的な指導のもとで、運賃見直しのほか、路線・ダイヤの削減や車両・

設備の更新時期の見直し等を求められ、利用者の負担増や利便性・快適性の低下につながる可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な見直し⑥＞ 

令和８年度における市電の運賃改定を踏まえて財政見通しを作成するとともに、今後の経営改善に向け

た対策を整理しました。                        【全体版の P４７～４８】 
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２ 市電の運賃改定（令和 8年 8月実施）を反映した財政見通し 

 

市電の運賃改定（令和８年８月に普通料金を大人２００円、小児１００円に改定）を実施することで、８年度は

約２億円、９年度以降は毎年度約３億円の増収効果が見込めますが、それでもなお計画期間内における交通事業全

体での収支均衡や、毎年度において資金不足比率を経営健全化基準の２０％未満に留めることが厳しい状況です。 

 

 ※「１ 市電の運賃改定を行わない場合の財政見通し」の算定条件に加え、事業収益について、令和 8 年 8 月に

市電運賃を大人 200 円（現行 170 円）、小児 100 円（現行 80 円）に引き上げるものとして算定（定期券や

企画乗車券の料金引き上げも想定 ）。 

                              （単位：百万円 税込） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※令和６年度は決算額、７年度は当初予算額（年度末資金残は６年度決算額を反映）、８年度～13 年度は推計額 

※百万円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計などが合わない場合がある 

※自動車運送事業は、令和８・９年度に一般会計から経営安定化補助金の繰入れを行うことで、一時的に収支が改善する見込み。 
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３ 経営改善に向けた対策 

財政見通しのとおり、令和 8 年 8 月に市電の運賃改定を実施した場合においても、両事業を合わせた経常損益に

ついては 10 年度から赤字に転じ、資金不足比率についても、11 年度には経営健全化基準の２０％を上回ります。 

  令和１0 年度以降において、両事業合計での収支均衡を達成するとともに、資金不足比率を経営健全化基準内に

留めながら持続可能な経営基盤の確立を図るためには、毎年度さらに３億円を超える収支改善が必要となるものと

見込んでいます。 

このことから、経営改善に向け、計画期間内に以下の取組を実施することにより、中長期的に安定した事業運営を

目指します。 

 

(1) 収 入 

① 毎年度の収支や資金状況、直近の市電・市バスの運賃改定による効果を踏まえながら、計画期間内における市

電・市バスの運賃改定をはじめ、さらなる増収対策を検討します。 

② 貸切バスの利用促進に積極的に取組み、運輸送収益の拡大につなげます。 

(2) 支 出 

事務事業の見直しや DX 化の推進により、経費節減の徹底を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅶ 計画の進行管理等 

 

令和２年度から３年度までの２年間を第１期、４年度から７年度までの４年間を第２期、８年度から１０年度ま

での３年間を第３期、１１年度から１３年度までの３年間を第４期と位置づけ、取組の進捗や社会情勢の変化等を

踏まえながら、必要な見直しを検討します。 

 ＜計画期間＞ 

 

 

 

 

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

R10
(2028)

R11
(2029)

R12
(2030)

R13
(2031)

見直し 見直し 次期計画

の策定
見直し

第３期第２期第１期 第４期

第六次鹿児島市総合計画基本構想（１０年間）

＜主な見直し⑦＞ 

経営計画の残りの期間や経営環境の著しい変化を踏まえ、計画期間を 4 期に分け、令和 10 年度に再度

計画の見直しを行うこととします。                     【全体版の P４９】 


